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令和元年度泉大津市教育委員会教育事務の 

管理及び執行の状況に関する点検及び評価 
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教育に関する事務の点検及び評価について 

 

１ 概 要 

 

⑴ 法 的 根 拠 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

２６条により、効果的な教育行政の推進に資するとともに、住民への説明責任

を果たしていくため、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならないことと規定されてい

る。 

また、教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し

学識経験を有する者の知見の活用を図るものと規定されている。 

なお、点検及び評価の項目や報告書の様式、議会への提出（報告）、公表の

方法などについては、各教育委員会が実情を踏まえ決定することとしている。 

 

⑵ 学 識 経 験 者 の 知 見 の 活 用 に つ い て 

教育に関する事務の点検及び評価の客観性を確保するため、評価の方法や結

果について、教育に関し学識経験を有する者の意見を聴取する機会を設けるな

ど、各教育委員会の創意工夫により対応することとされている。 

学識経験者とは、評価の客観性を確保するという趣旨から、必ずしも教員経

験者や大学の研究者等、専門家でなければならないということではなく、教育

委員や現職教員、事務局職員ではない者で、教育に関して、公正な意見を述べ

ることが期待される者を想定している。 

 

⑶ 実 施 時 期 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律では、点検及び評価は毎年行うこ

ととされており、令和元年度の点検及び評価については、平成３１年３月～令

和元年７月に実施し、報告書を議会へ提出するとともに公表することとしてい

る。 
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２ 点検及び評価の手法 

本市教育委員会では、平成２０年１１月に制定した「泉大津市教育委員会教

育事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価外部委員設置要綱」により、

学識経験者の意見を聴取し、実施した。 

(資料p.26参照） 

 

⑴ 実施方法 

①点検及び評価の年次 

点検及び評価を行う前年度（平成３０年度）の事務の管理及び執行の状況 

②点検及び評価の単位 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条に規定する教育に関す

る事務のうち、原則として、事業内容、手法等において改善の余地・可能性

があると考えられる事業、費用対効果の点で見直しが必要ではないかと考え

られる事業、事業効果、成果が不明確であると思われる事業の視点から外部

委員との議論が有意義と考えられる事業を、本市予算書における事務事業項

目に基づき選定し、対象事業として点検及び評価を行う。 

③点検及び評価の方法 

各事業の目標に対して、その取組状況及び目標達成度（率）を担当課にて

定性的に評価 

④点検及び評価の観点 

・事業の概要、事業費 

・事業実績・成果、業務効率化の可能性 

・これまで実施した事務の見直し点、課題（問題点）、今後の方向性 
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⑵ 点検及び評価の経過 

 

年 月 日 会 議 等 内 容 

平成３１年３月２０日 
教育委員会会議

定例会 

○教育事務の管理及び執行の状況に関する点

検及び評価の実施について 

令和元年５月１７日 
教育委員会 

事務局 
○令和元年度点検及び評価対象事業の抽出 

令和元年６月３日 
第１回 

外部委員会議 

○令和元年度外部委員の委嘱と点検及び評価

の手法等について 

○第２回外部委員会議における令和元年度点

検及び評価対象事業の抽出 

令和元年７月１日 
第２回 

外部委員会議 

○外部委員と教育委員各事業担当課との質疑

応答及び点検並びに評価、講評について 

 

⑶ 学識経験者の知見の活用について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項の点検及び評価を

行うに当たって、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るため、「泉

大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価外部委

員」を設置した。 

委員は２人で組織し、教育委員会より委嘱した。委員の任期は、年度内。 

 

①委員の構成 

大学 教授             １人 

大学 准教授            １人 

            合計    ２人 

(資料p.27参照） 
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②外部委員会議の開催状況 

区分 開 催 日 内 容 

第１回 令和元年６月３日 

令和元年度外部委員として、泉大津市教育委員会教育

事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価外

部委員設置要綱第３条の規定により委嘱し、委嘱状を

交付。 

令和元年度点検及び評価の実施について、評価対象事

業の基本的な選出基準及び書類選考等の経緯につい

て説明。 

外部委員に対し教育委員会各事業担当課が事業概要

を説明し、質疑応答ののち第２回外部委員会議におけ

る令和元年度点検及び評価対象事業を抽出。 

第２回 令和元年７月１日 

第１回外部委員会議において抽出された各事業につ

いて、外部委員と教育委員会各事業担当課との質疑応

答及び議論を通じ、外部委員が各事業について点検並

びに評価し、事業ごとの講評と全体講評を行った。 

 

 

⑷ 市民への公表 

点検及び評価結果は、市ホームページ及び社会教育施設等で公表するととも

に、その旨を広報いずみおおつで市民に周知する。 

 



 

－ 5 － 

令和元年度（平成３０年度事業） 

教育に関する事務の点検及び評価フロー図 

 教育委員会 教育委員会事務局 外部委員会議 

３月    

４月   

 

 

５月    

６月   

 

 

 

 

７月    

８月    

９月以降    

 

教育委員会に報告・承認 

〇〇年度点検及び評価の実施について 

第１回外部委員会議 

・〇〇年度委嘱状の交付 

・点検及び評価対象事業の抽出 

報告書の作成 

第２回外部委員会議 

・意見聴取、点検・評価 

外部委員に送付 

報告書の確認 

教育委員会で審議・決定 

市議会に提出 

市民に公表 

・市ホームページ 

・広報いずみおおつ 

・社会教育施設等 

 

・実施事業リストの作成 

・事務事業評価シートの作成 

・事務局各課調整 

・事務局各課調整・準備 
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点検及び評価対象事業(平成３０年度事業)と地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第２１条に規定する教育に関する事務との関係 

 

評価対象事業 教育に関する事務 

小学校給食事業 

【教育政策課】 
第１１号 学校給食に関すること。 

ＡＬＴ派遣事業（英語指

導助手派遣事業） 

【指導課】 

第５号 

教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教

育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関

すること。 

地域ぐるみの学校安全体

制整備推進事業 

【指導課】 

第９号 

校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、

児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利に関

すること。 

青少年育成事業（生涯学

習課） 

【生涯学習課】 

第１２号 
青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他

社会教育に関すること。 

青少年育成事業（スポー

ツ青少年課） 

【スポーツ青少年課】 

第１２号 
青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他

社会教育に関すること。 

留守家庭児童会運営事

業・留守家庭児童会指導

員配置事業・留守家庭児

童会維持管理事業 

【スポーツ青少年課】 

第９号 

校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、

児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利に関

すること。 
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令和元年度泉大津市教育委員会教育事務の 

管理及び執行の状況に関する点検及び評価 

 

 

１ 外部委員の評価等 

① 評価 

 

事業名 評価結果 評価コメント 

小学校給食事業 現行どおり 

○業務の効率化のため公会計化の検討を

進めていただきたい。卵以外の食物アレ

ルギーへの対応の検討と安心安全な給

食が提供できるよう衛生管理基準に適

合する調理場の整備に向けた予算の合

理的な活用を進めてください。 

ＡＬＴ派遣事業 

（英語指導助手派遣事業） 
要 改 善 

○ＡＬＴを採用する際には、模擬授業の実

施や英語教員も関わるなど質の高いＡ

ＬＴが確保できるよう工夫してくださ

い。契約金額が周辺市町より低くとも、

泉大津市の環境の良さをＰＲするなど

工夫してください。 

地域ぐるみの学校安全

体制整備推進事業 
要 改 善 

○予算は限定されているので、人的資源以

外に防犯カメラや情報機器など、IoT機

器とのネットワークを連携させて、多重

的かつ効果的に事業を進めてください。 

青少年育成事業 

（生涯学習課） 
要 改 善 

○吹奏楽団の報償費の支払い方法を検討

してください。市民研修施設を利用する

ことで、事業の目的が達成されていると

は考えられないので制度を廃止し、友好

都市との新しい関係のあり方を考えて

ください。 

青少年育成事業 

（スポーツ青少年課） 
要 改 善 

○協議会自体が形骸化しているため、本来

の目的が達成できるようにメンバーを

入れ替えるなど運営を改善してくださ

い。 
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事業名 評価結果 評価コメント 

留守家庭児童会運営事

業、留守家庭児童会指導

員配置事業、留守家庭児

童会維持管理事業 

要 改 善 

○子どもの満足度の向上と保護者ニーズ

への対応について、何に対応していくの

かを明確にし、そのニーズに応えるよう

適切な運営方法について、指定管理者制

度のメリット・デメリットも精査した上

で、検討してください。 

 

② 総括意見 

様々な業界において、ビジネスモデルは限界を迎えており、今までのやり方で

は持続できない状況にある。 

教育行政も同じ状況にあり、今までと同じ価値観や考え方では課題を解決でき

ない時代にきている。もちろん、残すべきもの、守るべきものはあるが、変えて

いかなければならないものは大胆に変えていかなければ、次の未来は創れない。 

経営学に「創造的破壊」という言葉がある。持続的な発展のためには、古いも

のを破壊し、新しいものを創るという意識を持つ必要がある。 

日々変化する社会環境や経済情勢の中で、より良い教育行政を推進するために

は日頃、課題だと考える事業をこの委員会で点検、評価することで、PDCAサイク

ルを回し、事業を適切かつ実態にあった形に見直し、変化させていかなければな

らない。創造的破壊へのきっかけの場として、この委員会を活用していただきた

い。 
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２ 教育委員会の評価等 

① 結果 

 

事業名 評価結果 評価コメント 

小学校給食事業 現行どおり 

○会計の透明性の確保と学校の負担軽減

を図るため、給食費の公会計化に向けた

調査研究を進める。また、長寿命化など

施設の改修時期に合わせ、衛生管理基準

に適合する調理場の整備を進める。 

ＡＬＴ派遣事業 

（英語指導助手派遣事業） 
要 改 善 

○ＡＬＴの採用は、プロポーザル方式によ

り実施しており、校長会会長が学校代表

として選定に参加している。今後は、現

場教員代表も関わるなど質の高い人材

獲得に向けた検討を進める。 

〇費用面においても、今回の改善策を検証

しながら、現状の予算で工夫し、可能な

ことから取り組んでいく。 

地域ぐるみの学校安全

体制整備推進事業 
要 改 善 

○防犯カメラやIoT機器等を活用するとと

もに、危機管理関係部署とも連携を図り

ながら、子どもの安全・安心の強化に努

める。 

青少年育成事業 

（生涯学習課） 
要 改 善 

○吹奏楽団への報償費の支払いについて

は、どのような方法が最善なのかを検討

する。また、契約研修施設利用助成事業

については、他の事業における友好都市

との取組みや目的達成の効果などを勘

案し、廃止も含めて検討する。 

青少年育成事業 

（スポーツ青少年課） 
要 改 善 

○青少年育成協議会については、本来の設

置目的が達成できるよう、学識経験者の

活用や市民公募により委員を確保する

など、メンバーの入れ替えも視野に入

れ、運営の改善に努める。 
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事業名 評価結果 評価コメント 

留守家庭児童会運営事

業、留守家庭児童会指導

員配置事業、留守家庭児

童会維持管理事業 

要 改 善 

○入会児童が楽しく過ごせるプログラム

の充実や、市民ニーズの把握など、費用

対効果を勘案しながら、指定管理者制度

の導入も含め、適切な運営について、調

査研究を進める。 

 

② 総括意見 

社会はこれまで経験したことのない速さで変化しており、将来の予測が困難な

時代となっている。日々変化する社会環境や経済情勢の中、これまでのやり方で

は持続できない状況に立ち向かうため、伝統や文化に立脚した広い視野と志を高

く持ち、時代の変化を受け止めながらも持続可能な教育行政を推進する必要があ

る。 

このような認識のもと、今回の外部委員の評価にもあるように「守るべきもの

は守り、変えていかなければいけないものは変えていく」という意識を共有し、

これからの教育行政に活用していきたい。これらにより、時代を切り拓く子ども

たちが予測不可能な未来社会を自律的に生きていくことができる教育行政に取り

組むものとする。 
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関 係 法 令 等 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（昭和３１年法律第１６２号） 

 

（事務の委任等） 

第二十五条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する

事務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができない。 

一 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

二 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 

四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免そ

の他の人事に関すること。 

五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

六 第二十七条及び第二十九条に規定する意見の申出に関すること。 

３ 教育長は、教育委員会規則で定めるところにより、第一項の規定により委任された

事務又は臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員会に報告しなければな

らない。 

４ 教育長は、第一項の規定により委任された事務その他その権限に属する事務の一部

を事務局の職員若しくは教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員（以

下この項及び次条第一項において「事務局職員等」という。）に委任し、又は事務局

職員等をして臨時に代理させることができる。 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教

育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事

務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点

検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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泉大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の 
状況に関する点検及び評価外部委員設置要綱 

 

（設置） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２

６条第２項の規定により、同条第１項の点検及び評価を行うに当って教育に関し学識

を有する者の知見の活用を図るとともに、事務事業の管理及び執行の状況についての

透明性の確保と市民への説明責任を果たすため、泉大津市教育委員会教育事務の管理

及び執行の状況に関する点検及び評価外部委員（以下「委員」という。）を置く。 

（職務） 

第２条 委員は、泉大津市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の求めに応じ、

前条の点検及び評価を行うにあたり、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 委員は、３人以内で組織する。 

２ 委員は、教育に対し学識経験を有する者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

３ 委員の任期は、委嘱した年度内とする。 

４ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は再任されることができる。 

（庶務） 

第４条 委員の設置に付随する庶務は、教育政策課において行う。 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、運営に関し必要な事項は、教育委員会がこれを

定める。 

附 則 

この要綱は、平成２０年１１月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年６月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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泉大津市教育委員会教育事務の管理及び執行の 

状況に関する点検及び評価外部委員名簿 

 

氏 名 学 識 経 験 

つるさか たかえ 
教 授 

鶴 坂  貴 恵 
摂南大学経営学部 

くろだ たかゆき 
准 教 授 

黒 田  隆 之 
桃山学院大学社会学部 
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（平成３０年度）

泉大津市立 戎小学校 河原町３番７号

旭小学校 昭和町２番２７号

穴師小学校 我孫子１丁目１２番１０号

上條小学校 東助松町３丁目１３番１号

浜小学校 小松町５番６号

条東小学校 千原町２丁目１２番１号

条南小学校 宮町９番１号

楠小学校 我孫子２丁目４番７号

泉大津市立 東陽中学校 池浦町４丁目４番１号

誠風中学校 池浦町４丁目１番１号

小津中学校 助松町２丁目１３番１号

泉大津市立 旭幼稚園 昭和町４番３８号

穴師幼稚園 我孫子１丁目１２番１号

浜幼稚園 小松町１１番２０号

条東幼稚園 千原町２丁目１１番１号

条南幼稚園 寿町１６番１６号

泉大津市教育支援センター 戎町３番４１号

泉大津市立図書館 下条町１１番３５号

泉大津市立南公民館 楠町西１番７号

泉大津市立北公民館 東助松町４丁目８番４号

泉大津市立勤労青少年ホーム 下条町１１番２８号

泉大津市立織編館 旭町２２番４５号　テクスピア大阪１階

泉大津市立池上曽根弥生学習館 千原町２丁目１２番４５号

泉大津市立総合体育館 宮町２番５０号

泉大津市

中学校　３校

幼稚園　５園

泉大津市教育委員会所管の教育施設

施　　　設　　　名 所　　　　在　　　　地

小学校　８校 泉大津市

泉大津市

泉大津市
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（平成３０年度）

敷地保有面積（㎡） 延面積（㎡） 備考

泉大津市立 旭小学校 11,314.71 8,028.56

穴師小学校 9,854.44 7,173.84

上條小学校 13,959.04 6,761.93

浜小学校 10,714.79 6,279.51

条東小学校 5,771.36 6,906.71

条南小学校 9,516.61 7,199.10

楠小学校 11,189.30 5,774.22

戎小学校 14,914.81 8,254.27

87,235.06 56,378.14

泉大津市立 誠風中学校 17,027.03 8,196.75

東陽中学校 14,661.10 9,421.31

小津中学校 15,731.81 7,832.01

47,419.94 25,450.07

泉大津市立 旭幼稚園 1,094.62 1,379.00

穴師幼稚園 1,797.39 1,567.00

浜幼稚園 2,284.29 1,245.48

条東幼稚園 3,145.82 1,692.91

条南幼稚園 2,995.22 1,750.09

11,317.34 7,634.48

泉大津市教育支援センター 3,436.43 4,007.00

泉大津市立図書館 1,599.16 1,800.46

泉大津市立南公民館 1,315.56 1,683.30

泉大津市立北公民館 1,566.19 1,587.81

泉大津市立勤労青少年ホーム 1,785.76 1,020.00

泉大津市立織編館 － 447.88

泉大津市立池上曽根弥生学習館 － 934.27 公園内

泉大津市立総合体育館 9,693.03 5,735.78

幼稚園　合計

幼稚園　5園

教育施設の状況

小学校　合計

中学校　合計

施　　　設　　　名

小学校　８校

中学校　３校
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平成３０年４月１日現在

その他 教育政策課 指導課 生涯学習課
スポーツ
青少年課

1 教育長 1

2 部長 1

3 理事（部長級） 1

3 理事 1

4 1(1)

5 参事 1

6 課長 1 1(1) 1(1) 1

7 参事（課長級） 2

8 課長補佐 6 1

9 人権教育担当長 1(1)

12 専門官 1

13 係長 3 2(2) 2(1) 2

14 総括主査 1

15 主査 1

16 事務・技術職員 2 1 2 2

39 4 8 14 8 5

32 3 8 10 6 5

※　( )内の数字は職員数の内兼務者の人数

※　再任用１０名除く

教育委員会事務局職員

合計

合計(実人数)

教育政策統括監



 

 

 


